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加入対象者

一定の条件を備える
集 落 営 農

代表者等を定めた組織の

規約を作成すること。

規約の作成

地域の農用地の２／３以上を

集積（農作業受託）する目標を

定めること。

ただし、地域の生産調整面積

の過半を受託する組織は、当

分の間は１／２以上に緩和。

農用地の利用集積目標

農業生産法人となる計画

を作成すること。

農業生産法人化計画の作成
中心となる者（候補者で

可）の農業所得の目標を定

めること。

主たる従事者の所得目標

構成員全員で費用を共同負

担し、利益の配分を行うこと。

経理の一元化

集落名義の口座

法 人 化！

規 約

○ 品目横断的経営安定対策の対象となる担い手は、①認定農業者のほか、②経営主体としての実体を有する集落営農組織とし

て、特定農業団体又はこれと同様の要件を満たす組織とする。

＜特定農業団体と同様の要件＞

規模要件

認定農業者

都府県： ４ha
北海道：１０ha

特定農業団体又はこれと同

様の要件を満たす組織

：２０ｈａ

基本原則

認定農業者

都府県： ４ha
北海道：１０ha

特定農業団体又はこれと同

様の要件を満たす組織

：２０ｈａ

基本原則
特 例

（都道府県知事からの申請に基づき国が設定）

物理的制約に応じた特例

生産調整に応じた特例

所得に応じた特例


